
第1期
定時株主総会招集ご通知 証券コード：7180

城山観光ホテル4階　国際コンベンション
ホール・エメラルド（鹿児島市）

場 所

第1期定時株主総会会場は鹿児島市となっております。
末尾の総会会場ご案内図をご確認のうえ、お間違え
のないようご注意ください。

中継会場を熊本市に設けております。
49頁記載の「中継会場ご案内図」をご参照ください。

平成28年6月21日（火曜日） 午前10時
（受付開始時刻 午前9時）

日 時



グループ経営理念

わたしたち九州フィナンシャルグループは、持続可能な成長の実現に向け、
以下の3つの理念を柱として、

みなさまから真に愛される総合金融グループを目指します。

1．お客様の信頼と期待に応え、最適かつ最良の総合金融サービスを提供します。
2．地域とともに成長し、活力あふれる地域社会の実現に積極的に貢献します。
3．豊かな創造性と自由闊達な組織風土を育み、より良い未来へ向かって挑戦し続けます。



株主の皆様へ
　株主の皆様におかれましては、平素より格別のご高配を賜
り厚く御礼申しあげます。
　また、このたびの平成28年熊本地震により被災された皆様
に心よりお見舞い申しあげます。
　さて、昨年10月1日に、肥後銀行と鹿児島銀行の経営統合
により誕生した九州フィナンシャルグループは、「お客様への
最適かつ最良のサービス提供に向けた経営基盤構築」を目指し、
第1次中期経営計画に鋭意取り組んでおります。
　その取り組みのさなか発生した熊本地震により、当グルー
プの地元である熊本地方は大きな被害を受けました。我々地
域金融機関の使命は、中期経営計画で掲げる経営基盤のひと
つである「お客様の多様なニーズに応える総合金融力」を通じ、
地域の復旧・復興に向けて安定的な総合金融サービスを提供
していくことであると考えております。
　被災地域が再び豊かさと活力を取り戻し、未来づくりに向
け前進できるよう、グループ力を結集し、全力で取り組んで
まいる所存でございます。
　株主の皆様の更なるご支援とご鞭撻を賜りますよう心より
お願い申しあげます。

平成28年6月

代表取締役社長
上村　基宏
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平成28年6月3日

鹿児島県鹿児島市金生町6番6号
（上記は登記上の所在地であり本社業務は下記で行っています）

熊本県熊本市中央区練兵町1番地

取締役社長　上村　基宏

株 主 各 位

第1期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第1期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ

うご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネット等により議決権を行使すること

ができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類を検討いただき、平成28年6月20日

（月曜日）午後5時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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※ ‌�本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表、連結計算書
類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記表の内容につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づ
き、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.kyushu-fg.co.jp/）に掲載しておりますので、本
招集ご通知添付書類には記載いたしておりません。
したがいまして、本招集ご通知添付書類は、会計監査人が会計監査報告書を、監査役が監査報告書を作成する
に際して、それぞれ監査した連結計算書類及び計算書類等の一部であります。

※ ‌�株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.kyushu-fg.co.jp/）に掲載させていただきます。

1 日　　時 平成28年6月21日（火曜日）午前10時
2 場　　所 城山観光ホテル4階　国際コンベンションホール・エメラルド

鹿児島県鹿児島市新照院町41番1号

鹿児島市での株主総会開催となりますが、開催場所は鹿児島銀行本店ではありま
せんので、ご注意ください。

【熊本中継会場について】
中継会場を熊本市に設けております。詳細は49頁の「中継会場ご案内図」をご参
照ください。

3 目的事項 報告事項 1．‌�第1期（平成27年10月1日から平成28年3月31日まで）事
業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及
び監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

2．‌�第1期（平成27年10月1日から平成28年3月31日まで）計
算書類の内容報告の件

（注）‌�当社の第1期事業年度は平成27年10月1日から平成28年3月31日まででありますが、
当連結会計年度は平成27年4月1日から平成28年3月31日までであります。

決議事項 第1号議案　取締役10名選任の件
第2号議案　監査役1名選任の件
第3号議案　取締役及び監査役の報酬等の額決定の件

以　上

記

熊本市の
中継会場に
ご来場の
株主様へ

※ ‌�熊本市の中継会場は会社法上の株主総会の会場ではございま
せん。中継会場では株主総会会場の模様を、スクリーンを通
してご覧いただけるようになっておりますが、ご質問、賛否
等株主様の権利のご行使はできませんので、ご了承願います。

※ ‌�中継会場にご来場の場合は、書面又はインターネット等により、
あらかじめ議決権のご行使をお済ませのうえ、中継会場入場
票を会場受付へご提出くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使書及び
インターネットによる
議決権行使についての

ご案内は4～5頁を
ご覧ください。
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議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、以下の方法によりご行使いただくことができます。

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らず
にご投函ください。

当社指定の議決権行使サイト（http://www.it-soukai.com/）にアクセスし、
同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パスワー
ド」をご入力いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

城山観光ホテル
（鹿児島市）平成28年6月21日（火曜日） 午前10時

（受付開始予定時刻 午前9時）

平成28年6月20日（月曜日）　午後5時30分到着分まで

平成28年6月20日（月曜日）　午後5時30分まで

日 時

行使期限

行使期限

場 所

郵送で
議決権を
行使される場合

インターネットで
議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される
場合

書面による議決権行使のご案内 議決権行使期限：
平成28年6月20日（月曜日）午後5時30分 到着分まで

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

◦賛成の場合� ➡　　　　「賛」の欄に○印

◦反対の場合� ➡　　　　「否」の欄に○印

（一部の候補者につき異なる意思を表示される場合は、
当該候補者の番号をご記入ください。）

※‌�各議案に対して賛否の表示がない場合、「賛」の表示
があったものとしてお取り扱いいたします。

※‌�インターネットによる議決権行使に必要となる、「議決権行
使コード」と「パスワード」が記載されております。

詳細は5頁をご覧ください
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インターネットによる議決権行使のご案内
1．インターネットによる議決権行使について
⑴　‌�書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記URL）にて議決権を

行使可能です。ご希望の方は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議決権行使コード及びパス
ワードにてログインしていただき、画面の案内に従って入力ください。なお、セキュリティ確保の
ため、初回ログインの際にパスワードを変更いただく必要があります。

http://www.it-soukai.com/

⑵　‌�行使期限は平成28年6月20日（月曜日）午後5時30分までです。お早めの行使をお願いいたします。
⑶　‌�書面とインターネットによる議決権行使を重複して行使された場合は、インターネットによるもの

を有効とします。インターネットにて複数回行使された場合は、最後に行われたものを有効とします。
⑷　‌�パスワード（株主様が変更されたものを含みます。）は今回の総会のみ有効です。次回の株主総会時
は新たに発行いたします。

⑸　‌�インターネット接続に係る費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
　・‌�パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードを弊社

よりお尋ねすることはございません。
　・‌�パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面
の案内にしたがってお手続きください。

　・‌�議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご
利用の機器によってはご利用いただけない場合があります。

2．お問い合わせ先について
　ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行　証券代行部（以下）までお問い合わせください。
⑴　‌�議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先
　　フリーダイヤル　0120－768－524（平日　9：00～21：00）
⑵　‌�上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先
　　フリーダイヤル　0120－288－324（平日　9：00～17：00）

議決権行使プラットフォームについて
　管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を含みます。）につきましては、（株）東京証券取引所等
により設立された合弁会社（株）ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込
まれた場合には、当社株主総会における電磁的方法による議決権行使の方法として、上記1のインター
ネットによる議決権行使以外に、当該プラットフォームをご利用頂くことができます。

以　上
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　現在の取締役全員（10名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役10
名の選任をお願いするものであります。
　なお、取締役候補者の選定にあたりましては、当社の定める下記の候補者選定の方針に基づき取締役会
にて決定しております。

　また、社外取締役2名については、全員が当社の定める社外役員の独立性基準を充足いたしております
（取締役候補者選定の方針及び社外役員の独立性基準については14頁をご参照ください）。
　候補者は次のとおりであります。

取締役10名選任の件第1号議案

【参考】候補者一覧
候補者番号 氏　名 当社における現在の地位及び担当

1 甲
か

　斐
い

　隆
たか

　博
ひろ

取締役会長（担当：総括） 再 任

2 上
かみ

　村
むら

　基
もと

　宏
ひろ

取締役社長（担当：総括、監査部） 再 任

3 郡
こおり

　山
やま

　明
あき

　久
ひさ

取締役（担当：経営企画部） 再 任

4 最
も

　上
がみ

　　　剛
つよし

取締役（担当：業務・IT統括部） 再 任

5 松
まつ

　永
なが

　裕
ひろ

　之
ゆき

取締役（担当：コンプライアンス・リスク統括部） 再 任

6 笠
かさ

　原
はら

　慶
よし

　久
ひさ

新 任

7 林
はやし

　田
だ

　　　達
とおる

取締役（担当：経営企画部長） 再 任

8 鶴
つる

　田
た

　　　司
つかさ

新 任

9 渡
わた

　辺
なべ

　捷
かつ

　昭
あき

再任・社外

10 末
すえ

　吉
よし

　竹
たけ

二
じ

郎
ろう

再任・社外

＜取締役候補者選定の方針＞
1　取締役候補者は、法令上の要件の具備を前提に、その選定方針を以下のとおりとする。
 　（1）‌�金融業務における経営、営業、管理等各部門の知識、経験、能力を有し、かつ経済・社会情

勢に精通した当社グループ出身の取締役候補者をバランスよく選定する。
 　（2）‌�前号を踏まえ、グループ経営の観点から特に補完すべき分野の知識、経験、能力に加え、当

社が定める独立性判断基準に抵触しない社外取締役候補者を複数名選定する。
2　‌�取締役会は、取締役候補者の選定にあたり、前項の方針を遵守するとともに、選定の過程において、
適切に社外取締役の関与、助言を得る機会を設ける。

3　‌�取締役会全体における社外取締役の割合及び知識、経験、能力等のバランスは、当社グループを
取り巻く経営環境の変化や当社グループの経営戦略等を踏まえ、取締役会にて都度検討する。
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▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
（株）肥後銀行　取締役頭取、公益財団法人地方経済総合研究所　理事長、
公益財団法人肥後の水とみどりの愛護基金　理事長

【取締役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社肥後銀行において、平成21年から取締役頭取として経営全般を牽引。金融業務における豊
富な知識、経験、高い能力を備え、当社グループの更なる発展に貢献できると考え、取締役候補者としました。

昭和50年  4月 （株）肥後銀行入行
平成18年  6月 同行　専務取締役
平成20年  6月 同行　取締役副頭取
平成21年  6月 同行　取締役頭取（現任）
平成27年10月 当社　取締役会長（現任）

▪当社における地位及び担当 取締役会長（担当：総括）
▪所有する当社の株式数 82,370株
▪取締役会への出席状況 7／7回（100％）

候補者
番　号 1 甲

か

斐
い

 隆
たか

博
ひろ

　（昭和26年4月25日生）

再 任

▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
（株）鹿児島銀行　取締役頭取

【取締役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社鹿児島銀行において、平成22年から取締役頭取として経営全般を牽引。金融業務における
豊富な知識、経験、高い能力を備え、当社グループの更なる発展に貢献できると考え、取締役候補者としました。

昭和50年  4月 （株）鹿児島銀行入行
平成16年  6月 同行　取締役業務統括部長
平成18年  6月 同行　常務取締役
平成22年  6月 同行　取締役頭取（現任）
平成27年10月 当社　取締役社長（現任）

▪当社における地位及び担当 取締役社長（担当：総括、監査部）
▪所有する当社の株式数 29,850株
▪取締役会への出席状況 7／7回（100％）

候補者
番　号 2 上

かみ

村
むら

 基
もと

宏
ひろ

　（昭和27年8月18日生）

再 任
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▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
（株）鹿児島銀行　専務取締役

【取締役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社鹿児島銀行において、経営企画、営業、人事部門等の担当役員を歴任するとともに、平成
26年に専務取締役に就任。金融業務における豊富な知識、経験、高い能力を備え、当社グループの更なる発展に貢献
できると考え、取締役候補者としました。

昭和55年  4月 （株）鹿児島銀行入行
平成22年  6月 同行　取締役人事部長
平成23年  6月 同行　常務取締役総合企画部長
平成26年  6月 同行　専務取締役（現任）
平成27年10月 当社　取締役（現任）

▪当社における地位及び担当 取締役（担当：経営企画部）
▪所有する当社の株式数 19,460株
▪取締役会への出席状況 7／7回（100％）

候補者
番　号 3 郡

こおり

山
やま

 明
あき

久
ひさ

　（昭和32年5月11日生）

再 任

▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
（株）肥後銀行　取締役専務執行役員

【取締役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社肥後銀行において、経営企画、人事、審査部門等の担当役員を歴任するとともに、平成27
年に取締役専務執行役員に就任。金融業務における豊富な知識、経験、高い能力を備え、当社グループの更なる発展に
貢献できると考え、取締役候補者としました。

昭和55年  4月 （株）肥後銀行入行
平成23年  6月 同行　取締役執行役員与信管理部長
平成25年  6月 同行　取締役常務執行役員
平成27年  6月 同行　取締役専務執行役員（現任）
平成27年10月 当社　取締役（現任）

▪当社における地位及び担当 取締役（担当：業務・IT統括部）
▪所有する当社の株式数 28,526株
▪取締役会への出席状況 7／7回（100％）

候補者
番　号 4 最

も

上
がみ

 剛
つよし

　（昭和31年6月18日生）

再 任
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▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
（株）鹿児島銀行　常務取締役、（株）肥後銀行　取締役（非業務執行）

【取締役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社鹿児島銀行において、営業店支店長、営業支援部長、経営企画部長を歴任し、平成28年に
同行常務取締役、株式会社肥後銀行取締役に就任。金融業務における豊富な知識、経験、高い能力を備え、当社グルー
プの更なる発展に貢献できると考え、取締役候補者としました。

昭和60年  4月 （株）鹿児島銀行入行
平成27年  6月 同行　執行役員経営企画部長
平成27年10月 当社　取締役（現任）
平成28年  4月 （株）鹿児島銀行常務取締役経営企画部長（現任）
平成28年  5月 （株）肥後銀行取締役（現任）

▪当社における地位及び担当 取締役（担当：コンプライアンス・リスク統括部）
▪所有する当社の株式数 10,890株
▪取締役会への出席状況 7／7回（100％）

候補者
番　号 5 松

まつ

永
なが

 裕
ひろ

之
ゆき

　（昭和36年4月10日生）

再 任

▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
（株）肥後銀行　取締役常務執行役員、（株）鹿児島銀行　取締役（非業務執行）

【取締役候補者とした理由】
　みずほ信託銀行株式会社常務執行役員を経て、平成27年より当社グループの株式会社肥後銀行において、監査部長、
監査部門の担当役員を歴任するとともに、平成27年に株式会社肥後銀行取締役常務執行役員、平成28年に株式会社鹿
児島銀行取締役に就任。金融業務における豊富な知識、経験、高い能力を備え、当社グループの更なる発展に貢献でき
ると考え、取締役候補者としました。

昭和59年  4月 （株）富士銀行入行
平成26年  4月 みずほ信託銀行（株）常務執行役員営業担当役員
平成27年  4月 （株）肥後銀行入行（常務執行役員監査部長）
平成27年  6月 同　取締役常務執行役員（現任）
平成28年  5月 （株）鹿児島銀行取締役（現任）

▪当社における地位及び担当 －
▪所有する当社の株式数 3,400株
▪取締役会への出席状況 －

候補者
番　号 6 笠

かさ

原
はら

 慶
よし

久
ひさ

　（昭和37年1月5日生）

新 任
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▪略歴、当社における地位及び担当

【取締役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社肥後銀行において、執行役員総合企画部長、取締役執行役員経営統合準備室長を歴任。金融業
務における豊富な知識、経験、高い能力を備え、当社グループの更なる発展に貢献できると考え、取締役候補者としました。

昭和58年  4月 （株）肥後銀行入行
平成27年  4月 同行　執行役員経営統合準備室長
平成27年  6月 同行　取締役執行役員経営統合準備室長
平成27年10月 同行　取締役
平成27年10月 当社　取締役（現任）

▪当社における地位及び担当 取締役（担当：経営企画部長）

▪所有する当社の株式数 15,600株

▪取締役会への出席状況 7／7回（100％）

候補者
番　号 7 林

はやし

田
だ

 達
とおる

　（昭和34年6月6日生）

再 任

▪略歴、当社における地位及び担当

【取締役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社鹿児島銀行において、営業店支店長、審査部長、取締役営業支援部長を歴任。金融業務にお
ける豊富な知識、経験、高い能力を備え、当社グループの更なる発展に貢献できると考え、取締役候補者としました。

昭和59年  4月 （株）鹿児島銀行入行
平成25年  6月 同行　中央支店長
平成26年  6月 同行　取締役営業支援部長
平成27年  6月 同行　執行役員営業支援部長
平成28年  4月 同行　執行役員経営企画部参事役（現任）

▪当社における地位及び担当 －

▪所有する当社の株式数 12,000株

▪取締役会への出席状況 －

候補者
番　号 8 鶴

つる

田
た

 司
つかさ

　（昭和34年8月16日生）

新 任
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▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
トヨタ自動車（株）　顧問、首都高速道路（株）　取締役会長、住友電気工業（株）　監査役、東和不動産（株）　監査役

【社外取締役候補者とした理由】
　大手製造業の経営者として培われた豊富な経験、幅広い見識、知見に基づき、中立的かつ客観的な観点から当社グ
ループの経営全般を監督いただけると判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏は、証券取引
所が定める独立性基準に抵触せず、また当社が定める「社外役員の独立性判断基準」を充足しております。

昭和39年  4月 トヨタ自動車工業（株）（現トヨタ自動車（株））入社
平成  4年  9月 トヨタ自動車（株）取締役
平成  9年  6月 同社　常務取締役
平成11年  6月 同社　専務取締役
平成13年  6月 同社　取締役副社長
平成17年  6月 同社　取締役社長
平成21年  6月 同社　取締役副会長
平成23年  6月 同社　相談役
平成27年  7月 同社　顧問（現任）
平成27年10月 当社　取締役（現任）

▪当社における地位及び担当 社外取締役

▪所有する当社の株式数 －株

▪取締役会への出席状況 7／7回（100％）

候補者
番　号 9 渡

わた

辺
なべ

 捷
かつ

昭
あき

　（昭和17年2月13日生）

再 任 社 外
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▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
イオン（株）取締役、（株）エフピコ取締役、国連環境計画・金融イニシアチブ特別顧問

【社外取締役候補者とした理由】
　大手金融機関の経営者、国連環境計画・金融イニシアチブ特別顧問として培われた豊富な経験、幅広い見識、知見に
基づき、中立的かつ客観的な観点から当社グループの経営全般を監督いただけると判断し、社外取締役として選任をお
願いするものであります。同氏は、証券取引所が定める独立性基準に抵触せず、また当社が定める「社外役員の独立性
判断基準」を充足しております。

昭和42年  4月 （株）三菱銀行（現三菱東京UFJ銀行）入行
平成  6年  4月 同行　ニューヨーク支店長
平成  6年  6月 同行　取締役
平成  8年  4月 （株）東京三菱銀行信託会社（ニューヨーク）頭取
平成10年  6月 日興アセットマネジメント（株）副社長
平成15年  7月 国連環境計画・金融イニシアチブ特別顧問（現任）
平成19年  5月 （株）高島屋取締役
平成19年  6月 （株）鹿児島銀行監査役
平成21年  5月 イオン（株）取締役（現任）
平成22年  6月 （株）インテグレックス取締役
平成22年  6月 （株）エフピコ取締役（現任）
平成27年10月 当社　取締役（現任）

▪当社における地位及び担当 社外取締役

▪所有する当社の株式数 －株

▪取締役会への出席状況 5／7回（71.4％）

候補者
番　号 10 末

すえ

吉
よし

 竹
たけ

二
じ

郎
ろう

　（昭和20年1月3日生）

再 任 社 外
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（注）1．‌�候補者甲斐隆博氏は、公益財団法人地方経済総合研究所理事長及び公益財団法人肥後の水とみどりの愛護基金理事長を兼務し
ており、当社子会社である株式会社肥後銀行は両財団に寄付を行っております。

 　　  　その他の各取締役候補者と当社との間で特別の利害関係はありません。
 　　2．渡辺捷昭氏及び末吉竹二郎氏は社外取締役候補者であります。
 　　3．‌�渡辺捷昭氏及び末吉竹二郎氏の当社社外取締役としての在任期間は、両氏ともに本総会終結の時をもっておよそ9か月となり

ます。
 　　4．‌�渡辺捷昭氏及び末吉竹二郎氏は、一般株主と利益相反が生じるおそれのない独立役員として、上場している証券取引所に届け

出ており、両氏が選任された場合には、引き続き独立役員として届け出る予定であります。
 　　5．‌�当社は渡辺捷昭氏及び末吉竹二郎氏の両氏との間で、会社法第423条第1項の責任について、会社法第425条第1項に定める最

低責任限度額を限度とする旨の責任限定契約を締結しており、両氏が選任された場合には、当該契約を継続する予定であります。
 　　6．‌�渡辺捷昭氏が社外監査役を務める住友電気工業株式会社において、平成25年12月に、同社は東京電力株式会社向け架空送電

工事の受注に関し、独占禁止法に違反する行為があったとして、公正取引委員会から排除措置命令等を受けました。このほか
同社は、自動車用ワイヤーハーネス関連製品の取引に関し、平成25年7月に欧州委員会から競争法に違反する行為があったと
する決定を受け、また平成26年8月に中国・国家発展改革委員会より中国独占禁止法に基づき課徴金納付を命じられておりま
す。また、高圧・特別高圧電力ケーブルの取引に関しては、平成26年4月に、欧州委員会から競争法に違反する行為があった
として課徴金を課されております。これらの違反行為は渡辺捷昭氏の任期以前に終了していると認定されております。同氏は、
事態の判明までこれらの命令や決定等の対象行為を認識しておりませんでしたが、コンプライアンスに関し、日頃から、他の
監査役と連携して内部統制システムや具体的施策について確認・意見表明しており、事態判明後は、海外の競争法を含めた独
占禁止法違反行為の根絶・再発防止に向け、グループ全体の競争法コンプライアンス体制の整備・充実やその徹底・定着等に
ついて発言を行っております。

 　　7．‌�末吉竹二郎氏が社外取締役を務めるイオン株式会社において、平成25年2月から3月までの間、同社執行役が株式の不公正取
引に関与した事実が発覚しました。末吉竹二郎氏は、同社の取締役会において、再発防止のためのガバナンス強化についての
発言を通じて、社外取締役としての職責を果たしております。
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当社社外役員の独立性基準

 1　‌�当社又はグループ内会社の業務執行取締役、執行役員又は使用人（以下、「業務執行者」という）ではなく、
過去10年間においても業務執行者ではなかったこと、又、当社グループが主要株主である会社（直近の事
業年度末における議決権保有比率が総議決権の10％以上である会社）の取締役、監査役、会計参与、執行役、
執行役員又は使用人ではないこと。

 2　‌�当社又はグループ内会社を主要な取引先とする者、又はその親会社、もしくは重要な子会社ではなく、又、
それらの者が会社である場合における当該会社の業務執行者ではなく、最近3年間においても業務執行者で
はなかったこと。

 3　‌�当社又はグループ内会社の主要な取引先である者、又はその親会社、もしくは重要な子会社ではなく、又、
それらの者が会社である場合における当該会社の業務執行者ではなく、最近3年間においても業務執行者で
はなかったこと。

 4　‌�当社又はグループ内会社から、一定額（過去3年間の平均で年間1,000万円又は寄付等を受取る組織の平均
年間総費用の30％のいずれか大きい額）を超える寄付等を受ける組織の業務執行者ではないこと。

 5　‌�当社又はグループ内会社から取締役を受け入れている会社又はその親会社、もしくはそのグループ内会社の
取締役等の役員ではないこと。

 6　‌�現在、当社又はそのグループ内会社の会計監査人又は当該会計監査人の社員等ではなく、最近3年間当該社
員等として当社又はその現在のグループ内会社の監査業務を担当したことがないこと。

 7　‌�弁護士やコンサルタント等（法人である場合は、その職務を行うべき社員等を含む。）であって、役員報酬
以外に当社又はグループ内会社から過去3年間の平均で年間1,000万円以上の金銭その他の財産上の利益を
得ておらず、当社又はグループ内会社を主要な取引先とする法律事務所等の社員等ではないこと。

 8　‌�当社又はグループ内会社の取締役、執行役員、又は参与、理事、顧問等役員に準ずる地位にある重要な使用
人等（以下、「役員に準ずる者」という）の近親者ではなく、又、最近5年間において当該取締役、執行役員
又は役員に準ずる者であった者の配偶者又は二親等以内の親族（以下、「近親者」という）ではないこと、
かつ、その近親者が上記1、2、3、4、6、7と同様の基準に該当しないこと。

 9　‌�その他、当社の一般株主全体との間で上記にて考慮されている事由以外の事情で恒常的に実質的な利益相反
が生じるおそれのない人物であること。

（附則）
 1　‌�仮に上記2～8のいずれかを充足しない者であっても、当該人物の人格、見識等に照らし、当社の社外役員

としてふさわしいと当社が考える者については、当該人物が当社の社外役員としてふさわしいと考える理由
を、対外的に説明することを条件に、当該人物を当社の社外役員候補者とすることができる。

 2　‌�本基準に基づき独立性を有するものと判断されている社外役員は、独立性を有しないこととなった場合、直
ちに当社に告知するものとする。

 3　‌�本基準において「主要な取引先」とは、その者と当社グループとの取引額が直近の事業年度を含む過去3事
業年度のいずれかにおいて、各年度の年間連結総売上高（当社の場合は年間連結業務粗利益）の1％以上で
ある者を意味する。

14



　監査役上野豊德氏は本総会終結の時をもって辞任いたしますので、その補欠として監査役1名の選任を
お願いするものであります。
　なお、監査役候補者の選定にあたりましては、当社の定める下記の候補者選定の方針に基づき取締役会
にて決定し、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

監査役1名選任の件第2号議案

▪略歴、当社における地位及び担当

▪重要な兼職の状況
（株）肥後銀行　監査役

【監査役候補者とした理由】
　当社グループの株式会社肥後銀行において、経営企画、営業、人事部門等の担当役員を歴任するとともに、取締役専
務執行役員を経て平成28年に監査役に就任。金融業務における豊富な知識、経験、高い能力、財務・会計に関する適
切な知見を備え、当社グループの健全性確保に貢献できると考え、監査役候補者としました。

昭和51年  4月 （株）肥後銀行入行
平成22年  6月 同行　取締役常務執行役員人事部長
平成24年  6月 同行　取締役専務執行役員
平成27年10月 当社　取締役（現任）
平成28年  5月 （株）肥後銀行監査役（現任）

▪当社における地位及び担当 －
▪所有する当社の株式数 41,700株
▪取締役会への出席状況 －
▪監査役会への出席状況 －

下
しも

山
やま

 史
し

一
いち

郎
ろう

　（昭和27年9月14日生）

新 任

（注）候補者と当社との間で特別の利害関係はありません。

＜監査役候補者選定の方針＞
1　監査役候補者は、法令上の要件の具備を前提に、その選定の方針を以下のとおりとする。
 　（1）‌�金融業務における経営、営業、管理等各部門の知識、経験、能力を有し、かつ経済・社会情

勢に精通するとともに、財務・会計に関する適切な知見を有する当社グループ出身の監査役
候補者を少なくとも1名以上選定する。

 　（2）‌�前号を踏まえ、グループ経営監査の観点から特に補完すべき分野の知見に加え、当社が定め
る独立性判断基準（14頁参照）に抵触しない社外監査役候補者を総監査役候補者選定数の半
数以上選定する。

2　‌�取締役会は、監査役候補者の選定にあたり、前項の方針を遵守するとともに、選定の過程において、
監査役会の同意を得るものとする。
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　当社の取締役の報酬等の額につきましては、当社定款附則第2条において、会社の成立の日から最初の
定時株主総会終結の時までの間につき、取締役の報酬等の額は月額総額2,500万円以内、監査役の報酬等
の額は月額総額1,000万円以内、と定められております。
　つきましては、本総会終結後の当社の取締役及び監査役の報酬等の額につきまして、改めてご承認いた
だきたいと存じます。
　本総会終結後の当社の取締役及び監査役の報酬等につきましては、当社の経営体制の状況、経済情勢等、
諸般の事情を慎重に検討した結果、引き続き取締役の報酬等の額は月額総額2,500万円以内（うち社外取
締役分300万円以内）、監査役の報酬等の額は月額総額1,000万円以内、といたしたいと存じます。
　なお、取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分の給与は含まないものとします。
　また、第1号議案及び第2号議案が、原案どおり承認可決されますと、取締役は10名（うち社外取締役
2名）、監査役は5名となります。

以　上

取締役及び監査役の報酬等の額決定の件第3号議案
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1 当社の現況に関する事項
（1）企業集団の事業の経過及び成果等
　【企業集団の主要な事業内容】
　‌�　当社グループは、銀行持株会社である当社、並びに株式会社肥後銀行、株式会社鹿児島銀行を含む連
結子会社16社で構成され、銀行業務を中心にリース業務、クレジットカード業務、信用保証業務等の
金融サービスに係る業務を行っております。

　【金融経済環境】
　‌�　当年度のわが国経済は、輸出・生産面で新興国経済の減速の影響が見られたものの、所得・雇用情勢
の改善を背景に個人消費は底堅く推移し、また、設備投資が堅調に推移するなど、緩やかな回復がみら
れました。
　‌�　金融面では、夏場にかけて為替相場は対米ドルで約7年ぶりの円安水準で推移し、日経平均株価は一
時21,000円近くまで上昇しましたが、その後、米国FRBが政策金利を9年半ぶりに引き上げたことや原
油をはじめとする資源価格の下落、日本銀行のマイナス金利導入等内外の複合的な要因により、為替相
場は円高基調に転じ、日経平均株価も平成28年2月には15,000円を割り込むまで下落しました。
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　【企業集団の事業の経過及び成果】
　‌�　当社は、平成27年10月1日に株式会社肥後銀行と株式会社鹿児島銀行の共同株式移転により設立さ
れました。当社は、持続可能な成長の実現に向け、「お客様の信頼と期待に応え、最適かつ最良の総合
金融サービスを提供する」、「地域とともに成長し、活力あふれる地域社会の実現に積極的に貢献する」、
「豊かな創造性と自由闊達な組織風土を育み、より良い未来へ向かって挑戦し続ける」の3つをグループ
経営理念として定めております。
　‌�　このグループ経営理念を実現すべく、当社グループは、平成27年10月から平成30年3月までの「第
1次グループ中期経営計画」を策定いたしました。お客様への最適かつ最良のサービス提供に向けた
「お客様の多様なニーズに応える総合金融力」、「ステークホルダーに信頼されるブランド力」、「グルー
プ全体最適を実現する組織運営力」の3つの経営基盤構築を基本方針に掲げ、計画初年度にあたる当年
度においては、グループ各社が協働し、当社グループの企業価値向上に向け取り組んでまいりました。
　‌�　こうした取り組みの結果、当年度における当社グループの連結業績につきましては、個人及び法人預
金等の推進により、総預金（預金及び譲渡性預金）は7兆8,210億円となりました。また、中小企業向
け融資の拡大や個人向けローンの推進により、貸出金は5兆6,574億円となりました。有価証券は2兆
7,203億円となっております。
　‌�　また、連結経常収益は1,312億24百万円、連結経常利益は256億6百万円、親会社株主に帰属する当
期純利益は1,084億71百万円となりました。なお、経営統合に伴う「負ののれん発生益」として884億
87百万円を特別利益に計上しております。
　‌�　利益配分につきましては、当社は、内部留保の充実に留意しつつ、資本効率を高め、利益成長を通じ
た安定的な配当を実施することを基本方針としております。
　‌�　上記基本方針のもと、当年度の期末配当につきましては、1株あたり1円の経営統合記念配当を含む6
円とすることといたしました。
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（肥後銀行単体の主要勘定の期末残高及び経営成績）
　主要勘定の期末残高は、総預金（預金及び譲渡性預金）が前年度末比556億円増加して4兆2,566億円、
貸出金が前年度末比1,418億円増加して2兆8,309億円、有価証券が前年度末比551億円減少して1兆
5,780億円となりました。
　また、業務純益は前年度比13億64百万円減少して155億98百万円、経常利益は前年度比11億53百万
円増加して214億20百万円、当期純利益は前年度比17億56百万円増加して139億77百万円となりました。

（鹿児島銀行単体の主要勘定の期末残高及び経営成績）
　主要勘定の期末残高は、総預金（預金及び譲渡性預金）が前年度末比256億円増加して3兆5,806億円、
貸出金が前年度末比1,819億円増加して2兆8,643億円、有価証券が前年度末比293億円減少して1兆
1,511億円となりました。
　また、業務純益は前年度比46億44百万円増加して208億78百万円、経常利益は前年度比5億5百万円減
少して178億64百万円、当期純利益は前年度比4億63百万円増加して115億47百万円となりました。
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　【対処すべき課題】
　‌�　地方経済を長期的観点から展望した場合、人口減少社会における経済規模の縮小や少子高齢化の進展
による経済構造の変化が予想されます。また、金融業界においては、ゆうちょ銀行、メガバンク及び他
の地域金融機関等との競合などから、金融機関の経営環境はますます厳しさを増しております。このよ
うな厳しい経営環境の中で、地域の特性に即した地域課題を解決し、雇用創出・産業振興等の地方創生
の実現に永続的に貢献していくことが地域金融機関としての使命であると認識しております。
　‌�　当社グループは、平成27年10月1日の経営統合を機に、以下6項目の指標目標を定めた第1次グルー
プ中期経営計画（計画期間：平成27年10月1日～平成30年3月31日）をスタートさせ、グループ経営
資源の共有・活用による更なる経営基盤の強化に取り組んでおります。

　　　（平成30年3月期指標目標）
　　　①預金残高　　　　　　　　　　　　8.4兆円
　　　②貸出金残高　　　　　　　　　　　5.9兆円
　　　③業務純益　　　　　　　　　　　　374億円
　　　④当期純利益　　　　　　　　　　　280億円
　　　⑤ROE　　　　　　　　　　　　　   4.5％
　　　⑥株主資本ROE　　　　　　　　　   5.3％
　　　（計数はすべて2行単純合算）

　‌�　こうした経営基盤強化への取り組みとして、お客様お一人お一人に寄り添った最適かつ最良の総合金融
サービスの提供、地域活性化に資するソリューションネットワークの広域化、当社グループの地元を起点と
した顧客基盤の広域化を進め、地域の持続的成長を実現する広域化した新たな地域密着型ビジネスモデル
を創造し、長期ビジョンに掲げる「お客さまにとって九州トップの総合金融グループ」を目指してまいります。
　‌�　株主の皆様方には、今後とも当社グループに対するなお一層のご支援、ご愛顧を賜りますよう心より
お願い申しあげます。

　（平成28年熊本地震について）
　‌�　平成28年4月14日以降に発生いたしました平成28年熊本地震により、当社グループの株式会社肥後
銀行におきましても一部の店舗にて一時臨時休業を余儀なくされるなどの被害を受けましたが、甚大な
人的被害はなく、震災発生から1週間程度で全ての店舗で通常の営業を再開することができました。
　‌�　今般の震災は当社グループの地元を中心に甚大な被害をもたらしておりますが、当社グループといた
しましては、地域社会・地域経済の一日も早い復旧、そして復興に向け、グループ役職員一同、最大限
尽力する所存でございます。
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（2）企業集団及び当社の財産及び損益の状況
　イ．企業集団の財産及び損益の状況

（単位：億円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

経常収益 ― ― ― 1,312

経常利益 ― ― ― 256

親会社株主に帰属する当期純利益 ― ― ― 1,084

包括利益 ― ― ― 994

純資産額 ― ― ― 6,053

総資産 ― ― ― 89,399

（注）1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．当社は、平成27年10月1日設立のため、平成26年度以前の状況については記載しておりません。
　　 3．‌�当社は、平成27年10月1日付で株式会社肥後銀行と株式会社鹿児島銀行の経営統合に伴い、両行の共同持株会社として設立さ

れました。当連結会計年度の連結経営成績は、株式会社肥後銀行の当連結会計年度の連結経営成績を基礎に、株式会社鹿児島
銀行の平成27年10月1日から平成28年3月31日までの連結経営成績を連結したものになります。

　ロ．当社の財産及び損益の状況
（単位：億円）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

営業収益 ― ― ― 58

受取配当金 ― ― ― 50

銀行業を営む子会社 ― ― ― 50

その他の子会社 ― ― ― ―

当期純利益 ― ― ― 51

1株当たり当期純利益 円　銭
―

円　銭
―

円　銭
―

円　銭
11　07

総資産 ― ― ― 4,562

銀行業を営む子会社株式等 ― ― ― 4,510

その他の子会社株式等 ― ― ― ―

（注）1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．当社は、平成27年10月1日設立のため、平成26年度以前の状況については記載しておりません。
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（3）企業集団の使用人の状況
当年度末 前年度末

銀行業 リース業 その他の事業 銀行業 リース業 その他の事業

使用人数 4,284人 80人 321人 ―人 ―人 ―人

（注）1．使用人数には、臨時雇員及び嘱託は含まれておりません。
　　 2．当社は平成27年10月1日設立のため、前年度末については記載しておりません。

（4）企業集団の主要な営業所等の状況
　イ．銀行業
　　　株式会社肥後銀行
　　　① 営業所等の推移

当年度末 前年度末

店 うち出張所 店 うち出張所
熊本県 111 （    4） 111 （    4）

鹿児島県 1 （ ― ） 1 （ ― ）

宮崎県 1 （ ― ） 1 （ ― ）

福岡県 5 （ ― ） 5 （ ― ）

大分県 1 （ ― ） 1 （ ― ）

長崎県 1 （ ― ） 1 （ ― ）

東京都 1 （ ― ） 1 （ ― ）

大阪府 1 （ ― ） 1 （ ― ）

合　計 122 （    4） 122 （    4）

（注）‌�上記のほか、当年度末において駐在員事務所を1か所（前年度末1か所）、店舗外現金自動設備を163か所（前年度末162か所）設
置しております。

　　　② 当年度新設営業所等
　　　　　該当事項はありません。

　　　③ 株式会社肥後銀行を所属銀行とする銀行代理業者の一覧
　　　　　該当事項はありません。
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　　　株式会社鹿児島銀行
　　　① 営業所等の推移

当年度末 前年度末

店 うち出張所 店 うち出張所
鹿児島県 111 （  11） 109 （  11）

熊本県 1 （ ― ） 1 （ ― ）

宮崎県 8 （ ― ） 8 （ ― ）

福岡県 1 （ ― ） 1 （ ― ）

沖縄県 1 （ ― ） ― （ ― ）

東京都 1 （ ― ） 1 （ ― ）

大阪府 1 （ ― ） 1 （ ― ）

合　計 124 （  11） 121 （  11）

（注）‌�上記のほか、当年度末において駐在員事務所を1か所（前年度末1か所）、店舗外現金自動設備を412か所（前年度末392か所）設
置しております。

　　　② 当年度新設営業所等
　　　　　沖縄支店、向陽支店、ネット支店を新設いたしました。

　　　③ 株式会社鹿児島銀行を所属銀行とする銀行代理業者の一覧
氏名又は名称 主たる営業所又は事務所の所在地 銀行代理業以外の主要業務

かぎん代理店株式会社 鹿児島市呉服町3番10号 ―

　ロ．リース業及びその他の事業
　　‌�　リース業及びその他の事業の営業所等の状況につきましては、「（6）重要な親会社及び子会社等の
状況、ロ．子会社等の状況」をご参照ください。
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（5）企業集団の設備投資の状況
　イ．設備投資の総額

（単位：百万円）

銀行業 リース業 その他の事業 合計

設備投資の総額 17,135 6 119 17,261

（注）記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。

　ロ．重要な設備の新設等
　　　（新設等） （単位：百万円）

事業別 会社名 内容 金額

銀行業
株式会社肥後銀行

本店新築 12,318

インターネットバンキングシステム更改 236

株式会社鹿児島銀行 向陽支店新築 275

（注）1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．当年度において重要な設備の処分及び除却はありません。

（6）重要な親会社及び子会社等の状況
　イ．親会社の状況
　　　該当ありません。
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　ロ．子会社等の状況

会社名 所在地 主要業務内容 設立年月日 資本金
当社が有する
子会社等の
議決権比率

その他

株式会社肥後銀行 熊本市中央区
練兵町1番地 銀行業 大正14年

7月25日
百万円

18,128
％

100.0 ―

株式会社鹿児島銀行 鹿児島市金生町
6番6号 銀行業 明治12年

10月6日
百万円

18,130
％

100.0 ―

肥銀リース株式会社 熊本市中央区国府
1丁目20番1号 リース業務・貸付業務 昭和49年

12月2日
百万円
50

％
（90.0） ―

鹿児島リース株式会社 鹿児島市山之口町
1番10号 リース業務・貸付業務 昭和49年

9月25日
百万円
66

％
（64.3） ―

肥銀カード株式会社 熊本市中央区
上通町10番1号

クレジットカード業務・
信用保証業務等

平成2年
4月10日

百万円
100

％
（92.0） ―

株式会社肥銀コンピュータサービス 熊本市西区二本木
5丁目1番8号

計算受託及び
ソフト開発等の業務

昭和63年
9月5日

百万円
20

％
（25.0） ―

肥銀キャピタル株式会社 熊本市中央区下通
1丁目9番9号

有価証券の取得・保有・
売却業務及び企業診断業務

平成8年
11月18日

百万円
100

％
（35.0） ―

株式会社肥銀用度センター 熊本市北区大窪
1丁目1番26号

文書等の整理集配送
及び物品管理業務

昭和56年
3月24日

百万円
30

％
（100.0） ―

肥銀ビジネス開発株式会社 熊本市中央区紺屋町
1丁目13番地5 労働者派遣業務等 昭和59年

11月8日
百万円
30

％
（100.0） ―

肥銀事務サービス株式会社 熊本市西区二本木
5丁目1番8号

後方事務等業務処理
受託業務

平成13年
4月6日

百万円
20

％
（100.0） ―

株式会社鹿児島カード 鹿児島市山之口町
1番10号

クレジットカード業務・
信用保証業務等

昭和58年
3月1日

百万円
50

％
（70.0） ―

鹿児島保証サービス株式会社 鹿児島市山之口町
1番10号 信用保証業務 昭和52年

6月23日
百万円
20

％
（86.8） ―

株式会社鹿児島経済研究所 鹿児島市呉服町
3番10号

金融・経済の調査・研究、
経営相談業務等

平成2年
4月16日

百万円
20

％
（95.0） ―

かぎんオフィスビジネス株式会社 鹿児島市山之口町
1番10号

担保評価業務及び
労働者派遣業務等

平成3年
7月12日

百万円
30

％
（100.0） ―

かぎん代理店株式会社 鹿児島市呉服町
3番10号 銀行代理業務 平成20年

11月28日
百万円
50

％
（100.0） ―

かぎん会計サービス株式会社 鹿児島市呉服町
3番10号

連結子会社の経理・決算
業務及び連結決算業務

平成16年
4月1日

百万円
20

％
（100.0） ―

（注）1．資本金は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．当社が有する子会社等の議決権比率欄の（　）内は間接議決権比率であります。
　　 3．当社が有する子会社等の議決権比率は、小数点第2位以下を切り捨てて表示しております。
　　 4．株式会社鹿児島経済研究所は、平成28年4月1日付で株式会社九州経済研究所へ商号を変更しております。
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　重要な業務提携の概況
　　該当ありません。

（7）主要な借入先
　　該当ありません。

（8）事業譲渡等の状況
　　該当ありません。

（9）その他企業集団の現況に関する重要な事項
　‌�　当社は、平成27年10月1日に、株式会社肥後銀行と株式会社鹿児島銀行の共同株式移転による経営
統合により、両行を完全子会社とする持株会社として設立されました。

26



2 会社役員（取締役及び監査役）に関する事項
（1）会社役員の状況

（平成27年度末現在）

氏名 地位及び担当 重要な兼職 その他

甲　斐　隆　博 代表取締役会長
（総括） 株式会社肥後銀行　取締役頭取 ―

上　村　基　宏 代表取締役社長
（総括、監査部） 株式会社鹿児島銀行　取締役頭取 ―

下　山　史一郎 取締役
（グループ戦略部） 株式会社肥後銀行　取締役専務執行役員 ―

郡　山　明　久 取締役
（経営企画部） 株式会社鹿児島銀行　専務取締役 ―

最　上　　　剛 取締役
（業務・IT統括部） 株式会社肥後銀行　取締役専務執行役員 ―

松　永　裕　之 取締役
（コンプライアンス・リスク統括部） 株式会社鹿児島銀行　執行役員経営企画部長 ―

津　曲　耕　治 取締役
（グループ戦略部長） ― ―

林　田　　　達 取締役
（経営企画部長） 株式会社肥後銀行　取締役 ―

渡　辺　捷　昭 取締役
（社外取締役） トヨタ自動車株式会社　顧問 ―

末　吉　竹二郎 取締役
（社外取締役） 国連環境計画・金融イニシアチブ　特別顧問 ―

上　野　豊　德 常勤監査役 株式会社肥後銀行　常任監査役 ―

本　村　　　悟 監査役 株式会社鹿児島銀行　監査役 ―

関　口　憲　一 監査役
（社外監査役） 明治安田生命保険相互会社　特別顧問 ―

田　中　克　郎 監査役
（社外監査役） TMI総合法律事務所　代表パートナー弁護士 ―

田　島　優　子 監査役
（社外監査役） さわやか法律事務所　パートナー弁護士 ―

（注）‌�取締役の渡辺捷昭氏、末吉竹二郎氏及び監査役の関口憲一氏、田中克郎氏、田島優子氏は、一般株主と利益相反が生じるおそれの
ない独立役員として、上場している証券取引所に届け出ております。
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（2）会社役員に対する報酬等
（単位：百万円）

区分 支給人数 報酬等

取締役 10人 40

監査役 5人 18

計 15人 58

（注）1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．「報酬等」には、取締役が使用人を兼ねる場合の使用人としての報酬14百万円は含まれておりません。
　　 3．‌�報酬限度額については、当社定款において、当社の設立の日から最初の定時株主総会終結の時までの取締役の報酬等は月額総

額25百万円以内、最初の定時株主総会終結の時までの監査役の報酬等は月額総額10百万円以内と定めております。なお、当
社定款については、平成27年6月23日に開催されました株式会社肥後銀行及び株式会社鹿児島銀行の定時株主総会において承
認をいただいております。

（3）責任限定契約
氏名 責任限定契約の内容の概要

渡　辺　捷　昭
（社外取締役）

会社法第427条第1項に基づき、同法第423条第1項に定める責任について、その職務を
行うにつき善意でかつ重大な過失がない場合、同法第425条第1項に定める最低責任限度
額を限度として、当社に対して損害賠償責任を負う旨の責任限定契約を締結しております。

末　吉　竹二郎
（社外取締役）

関　口　憲　一
（社外監査役）

田　中　克　郎
（社外監査役）

田　島　優　子
（社外監査役）
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3 社外役員に関する事項
（1）社外役員の兼職その他の状況

氏名 兼職その他の状況

渡　辺　捷　昭
（取 締 役）

トヨタ自動車株式会社　顧問
当社と上記会社との間には特別の関係はありません。

末　吉　竹二郎
（取 締 役）

国連環境計画・金融イニシアチブ　特別顧問
当社と上記法人等との間には特別の関係はありません。

関　口　憲　一
（監 査 役）

明治安田生命保険相互会社　特別顧問
当社と上記会社との間には特別の関係はありません。

田　中　克　郎
（監 査 役）

TMI総合法律事務所　代表パートナー弁護士
当社と上記事務所との間には特別の関係はありません。

田　島　優　子
（監 査 役）

さわやか法律事務所　パートナー弁護士
当社と上記事務所との間には特別の関係はありません。

（2）社外役員の主な活動状況

氏名 在任期間 取締役会等への出席状況 取締役会等における発言
その他の活動状況

渡　辺　捷　昭
（取 締 役） 6か月 当事業年度に開催した取締役会

7回中7回出席
取締役会において、経営者として培われ
た豊富な経験と幅広い見識を踏まえ、適
宜発言を行っております。

末　吉　竹二郎
（取 締 役） 6か月 当事業年度に開催した取締役会

7回中5回出席
取締役会において、経営者として培われ
た豊富な経験と高い見識を踏まえ、適宜
発言を行っております。

関　口　憲　一
（監 査 役） 6か月

当事業年度に開催した取締役会
7回中7回出席
当事業年度に開催した監査役会
6回中6回出席

取締役会、監査役会において、経営者と
して培われた豊富な経験と幅広い見識を
踏まえ、適宜発言を行っております。

田　中　克　郎
（監 査 役） 6か月

当事業年度に開催した取締役会
7回中6回出席
当事業年度に開催した監査役会
6回中5回出席

取締役会、監査役会において、弁護士と
しての専門的見地から、適宜発言を行っ
ております。

田　島　優　子
（監 査 役） 6か月

当事業年度に開催した取締役会
7回中6回出席
当事業年度に開催した監査役会
6回中5回出席

取締役会、監査役会において、弁護士と
しての専門的見地から、適宜発言を行っ
ております。
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（3）社外役員に対する報酬等
（単位：百万円）

支給人数 当社からの報酬等 当社の親会社等からの報酬等

報酬等の合計 5人 15 ―

（4）社外役員の意見
　　該当ありません。
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4 当社の株式に関する事項
（1）株式数
　 　発行可能株式総数 1,000,000千株
　 　発行済株式の総数 463,375千株
	 （注）株式数は千株未満を切り捨てて表示しております。

（2）当年度末株主数 16,516名

（3）大株主

株主の氏名又は名称
当社への出資状況

持株数等 持株比率
千株 ％

一般財団法人岩崎育英文化財団 20,936 4.51
明治安田生命保険相互会社 18,568 4.00
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 12,694 2.73
株式会社福岡銀行 12,620 2.72
株式会社みずほ銀行 9,521 2.05
宝興業株式会社 8,258 1.78
鹿児島銀行従業員持株会 7,849 1.69
岩崎産業株式会社 7,616 1.64
日本生命保険相互会社 7,361 1.58
株式会社三菱東京UFJ銀行 7,243 1.56

（注）1．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
 　　2．‌�持株比率は、発行済株式の総数から自己株式（9,013株）を控除して算出しており、小数点第3位以下を切り捨てて表示してお

ります。

5 当社の新株予約権等に関する事項
（1）事業年度の末日において当社の会社役員が有している当社の新株予約権等
　　該当ありません。

（2）事業年度中に使用人等に交付した当社の新株予約権等
　　該当ありません。
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6 会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の状況

（単位：百万円）

氏名又は名称 当該事業年度に
係る報酬等 その他

有限責任監査法人　トーマツ
　指定有限責任社員　川畑　秀二
　指定有限責任社員　深田　建太郎
　指定有限責任社員　上田　知範

24

（報酬等について監査役会が同意した理由）
監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、職務遂行状
況、監査品質、監査報酬額の算出根拠などを検討した結
果、会計監査人の報酬等について会社法第399条第1項
の同意を行っております。

（注） 1．記載金額は、単位未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．‌�当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬

等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載しております。
　　 3．当社、子会社及び子法人等が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額　155百万円

（2）責任限定契約
　　該当ありません。

（3）会計監査人に関するその他の事項

　　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　　‌�　監査役会は、会社法第340条第1項各号に定める事由に該当すると判断した場合には、監査役全員
の同意により会計監査人を解任いたします。

　　‌�　また、監査役会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難であると認められる場合、法令
等が定める会計監査人の独立性及び適格性が確保できない場合、その他必要と判断される場合には、
株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
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7 財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針
　該当ありません。

8 業務の適正を確保する体制
＜業務の適正を確保するための内容の概要＞
　経営の基本方針であるグループ経営理念の趣旨に則り、当社グループの業務の適正を確保するための体
制構築を経営の最重要課題の一つとして位置づけ、以下の11項目で構成する「内部統制に関する基本方
針」を定めております。

（1）‌�当社グループの取締役、執行役員及びその他使用人の職務の執行が法令及び定款
に適合することを確保するための体制

　① ‌�当社は、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つとして位置付け、グループの「コンプライア
ンス基本方針」を定め、当社グループの取締役、執行役員及びその他使用人に対しコンプライアン
スの周知徹底を図っております。

　② ‌�当社は、グループのコンプライアンス統括部署としてコンプライアンス・リスク統括部を設置する
とともに、グループ全体のコンプライアンスに係る重要な事項を審議するコンプライアンス委員会
を定期的に開催し、コンプライアンス体制の整備・充実を図っております。

　③ ‌�当社は、グループの「反社会的勢力への対応基本方針」を定め、当社グループの取締役、執行役員
及びその他使用人が、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは断固として対決し、
関係を遮断するための体制を整備しております。

　④ ‌�当社は、グループの「顧客保護等管理基本方針」を定め、当社グループの取締役、執行役員及びそ
の他使用人が顧客の利益を保護し、利便性の向上を図るための体制を整備しております。

　⑤ ‌�当社は、グループの「コンプライアンス・ホットライン規程」を定め、法令等違反行為や不正行為
等に関するグループの通報・相談窓口を設置し、適切な措置を講じる体制を整備しております。

　⑥ ‌�当社は、グループの「内部監査に関する基本方針」及び「内部監査規程」を定め、当社又はグルー
プ内会社の監査部が定期的に内部監査を実施し、当社グループの法令等遵守体制及び顧客保護等管
理体制の適切性・有効性について検証しております。
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（2）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　‌�　当社は、文書管理に関する規則を別途定め、取締役の職務の執行に係る情報を相当期間保存・管理す
る体制を整備しております。

（3）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　① ‌�当社は、リスク管理を経営の最重要課題の一つとして位置付け、グループの「リスク管理基本方針」

を定め、当社及びグループ内会社が連携し、グループが抱えるあらゆるリスクを適切に管理するた
めの体制を整備しております。

　② ‌�当社は、当社グループのリスク管理統括部署としてのコンプライアンス・リスク統括部とグループ
全体のリスク管理に係る重要な事項を協議する委員会を設置し、リスク管理体制を整備しております。

　③ ‌�当社は、当社グループの「業務継続基本方針」を定め、危機発生時において速やかに当社及びグルー
プ内会社の業務の継続、通常機能の早期復旧を図るための体制を整備しております。

　④ ‌�当社は、当社グループの「内部監査に関する基本方針」及び「内部監査規程」を定め、当社又はグ
ループ内会社の監査部が定期的に内部監査を実施し、当社グループのリスク管理体制の適切性・有
効性について検証しております。

（4）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　① ‌�当社は、「取締役会規程」に、取締役会の組織・運営に係る基本的事項を定めるとともに、取締役会

が委任する事項を審議・決定するグループ経営会議、各種委員会を設置し、「グループ経営会議規程」、
各種委員会要綱に基づき、グループ経営が効率的かつ適切に行われる経営管理体制を整備しており
ます。

　② ‌�当社は、「組織規程」及び「職務権限規程」を制定し、組織・業務・権限について明確に定め、取締
役の職務の執行が迅速かつ効率的に行われる体制を整備しております。
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（5）‌�当社並びにグループ内会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するた
めの体制

　① ‌�当社は、「グループ経営管理規程」を定め、グループ内会社の経営の自主性を尊重しつつ、子会社の
経営が適切に行われるように指導・管理するためのグループ経営管理体制を整備しております。

　② ‌�当社は、グループ内会社の意思決定及び業務執行に関し、重要な事項については定期的に又は必要
に応じ随時、当社に対し協議又は報告を行うことを「子会社との協議・報告事項に関する規則」に
定め、グループ内会社における取締役及び執行役員の職務の執行が効率的かつ適切に行われる体制
を整備しております。

　③ ‌�当社は、グループ内会社の運営を管理する部署として経営企画部を設置し、「組織規程」に基づき、
子会社の事業計画に係る支援・指導及び推進の統括を行っております。

　④ ‌�当社は、会計基準その他関連する諸法令を遵守し、財務報告の適正性・信頼性を確保するため、グ
ループの「財務報告に係る内部統制の基本方針」を定め、当社グループの財務報告に係る内部統制
体制を整備しております。

　⑤ ‌�当社は、「グループ内取引等に係る基本方針」及び「グループ内の業務提携等に係る基本方針」を定
め、グループ内取引等が、法令等に則り適切に行われる体制を整備しております。

　⑥ ‌�当社は、当社グループの「内部監査に関する基本方針」及び「内部監査規程」を定め、当社又は当
社グループの監査部が定期的に内部監査を実施し、グループ内取引等管理体制の適切性・有効性に
ついて検証しております。

（6）‌�監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用
人に関する事項

　‌�　当社は、監査役の職務を補助する部署として監査役室を設置し、監査役の職務を補助するために必要
な専任及び兼任の使用人を、適切に監査役室に配置しております。

（7）‌�前号の使用人の取締役からの独立性及び監査役の当該使用人に対する指示の実効
性の確保に関する事項

　① ‌�当社は、監査役の職務を補助する使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人を監査
役の指揮命令下に置くものとしております。

　② ‌�当社は、「監査役の補助使用人に関する規則」を定め、監査役の職務を補助する使用人の任命・人事
考課・人事異動・懲戒処分等については、あらかじめ監査役の同意を得るものとしております。
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（8）‌�当社グループの取締役、執行役員、監査役及びその他使用人又はこれらの者から報告
を受けた者が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　① ‌�当社は、当社グループの「監査役への報告規程」を制定し、当社グループの取締役、執行役員、監
査役及びその他使用人が、当社又はグループ内会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見
したときには、直ちに当社の監査役又は監査役会に報告する体制を整備しております。

　② ‌�当社グループの取締役、執行役員、監査役及びその他使用人は、当社グループの「監査役への報告
規程」に基づき、定期的に又は必要に応じ随時、業務執行に係る重要な事項等について当社の監査
役に報告を行うとともに、監査役から報告を求められたときには適切に対応しております。また、
業務執行に係る重要な事項等について、当社グループの取締役、執行役員、監査役及びその他使用
人から報告を受けた場合は、その報告を受けた者が当社の監査役に報告を行っております。

　③ ‌�当社は、当社グループの「コンプライアンス・ホットライン規程」に基づき、当社グループの取締役、
執行役員、監査役及びその他使用人が、法令等違反行為、不正行為等を発見し、通報等を行う必要
がある場合は、当社の監査役に直接報告することができる体制を整備しております。また、コンプ
ライアンス・リスク統括部は、当社グループの内部通報の状況について、速やかに当社の監査役に
報告しております。

（9）‌�監査役に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制

　‌�　当社は、当社グループの「監査役報告規程」及び「コンプライアンス・ホットライン規程」を定め、
当社の監査役に報告を行ったことを理由として、当該報告者に対し不利益な取扱いを行うことを禁止し
ております。

（10）‌�監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職
務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　‌�　当社は、監査役が費用の前払い等の請求をした場合は、監査役の職務の執行に必要でないと認められ
た場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理します。
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（11）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　① ‌�監査役は、「取締役会規程」、「グループ経営会議規程」、各種委員会要綱に基づき、取締役会・グルー

プ経営会議・各種委員会等に出席し、意見を述べることができます。
　② ‌�取締役は、定期的に又は必要に応じ随時、監査役と意見交換を行い、適切な意思疎通を図っており

ます。
　③ ‌�当社又は子会社の監査部は、監査結果について監査役に定期的に報告するとともに、監査役室と適

切に連携し、監査役監査が実効的に行われる体制を確保しております。

＜業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要＞
（1）取締役の職務執行
　‌�　当社は、「取締役会規程」に基づき、取締役会を毎月又は必要に応じ随時開催しております。当事業
年度は7回開催し、法令及び定款に定める事項のほか、当社グループの重要な業務執行を決定し、取締
役の職務執行の監督を行っております。また、取締役会から委任された事項及びグループ経営に関する
重要な事項を審議するグループ経営会議を5回開催し、取締役の職務の執行が迅速かつ効率的に行われ
る体制を確保しております。

（2）コンプライアンス体制
　‌�　当社は、「コンプライアンス委員会要綱」に基づき、社長を委員長とするコンプライアンス委員会を
四半期毎又は必要に応じ随時開催しております。当事業年度は3回開催し、当社グループのコンプライ
アンス管理の状況、反社会的勢力に対する管理状況等について報告、協議を行っております。

（3）リスク管理体制
　‌�　当社は、「ALM委員会要綱」及び「リスク管理委員会要綱」に基づき、社長を委員長とするALM委員
会及びリスク管理委員会を毎月開催しております。当事業年度は両委員会とも5回開催し、ALM委員会
では、当社グループの信用リスク、市場リスク、流動性リスクの状況等について報告、協議を行ってお
ります。また、リスク管理委員会では、当社グループのオペレーショナルリスクの状況等について報告、
協議を行っております。
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（4）内部監査の実施
　‌�　当社では、内部監査計画に基づき、監査部が内部管理態勢の適切性・有効性について検証し、問題点
の改善提言を行っております。また、当社グループの内部監査結果を通じて把握した問題点は、グルー
プ経営会議、取締役会に報告を行っております。

（5）監査役の職務執行
　‌�　監査役は、取締役会及び重要な会議等への出席、業務執行に関する重要な書類の閲覧、取締役、執行
役員及びその他使用人からの報告又は説明等を通じて、監査の実効性の確保を図っております。また、
当事業年度は監査役会を6回開催し、監査に関する重要な事項について報告、協議、決議を行っており
ます。

＜ご参考＞コーポレート・ガバナンスの状況
（1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　‌�　当社グループは、グループ経営理念を定め、その実現に向け、法令等を遵守し、適切な経営の意思決
定と業務執行を図るとともに、経営の透明性、公開性及び健全性を高め、コーポレート・ガバナンスの
充実に努めております。
　‌�　なお、当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を目的に「コーポレートガ
バナンス・ガイドライン」を制定し、公表しております。この「コーポレートガバナンス・ガイドライ
ン」を当社グループの役職員が共有し、その趣旨を十分に理解し、実践してまいります。

（2）企業統治の体制の概要
　‌�　企業統治システムに関する以下の基本的な考え方のもと、当社は、取締役10名（うち社外取締役2名）
にて組織する取締役会において、経営の意思決定及び取締役の職務執行を監督するとともに、監査役5
名（うち社外監査役3名）及び監査役会において、その履行状況などを監査する体制が経営効率の向上
やコーポレート・ガバナンスの強化を図るうえで適切であると判断し、現行の監査役会設置会社の形態
を採用しております。
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＜企業統治システムに関する基本的な考え方＞
　1．‌�監督と執行を明確化し、取締役会が取締役の職務執行の監督に専念できる環境を整備することによ

り、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保する。
　2．‌�取締役会は、法令及び定款に定める事項並びに経営に係る方針、戦略、計画等の重要な業務執行事

項以外の個別の業務執行の決定については、経営陣幹部に最大限委任する。
　3．‌�当社は、経営陣幹部による迅速、果断な意思決定を支援するため、グループ経営会議や各種委員会

など任意の機関を設置し、かつ活用することにより、機動的な業務執行を実現するとともに、コー
ポレート・ガバナンスの充実を図る。

　4．‌�当社は、複数の社外役員による客観的視点を最大限活用することにより、当社経営に係る意思決定
プロセスの透明性、公正性を担保する。

＜当社のコーポレート・ガバナンス体制＞

株主総会

監査役会

選任・解任
選任・解任

選任・解任
連携

監査

監査報告

監査報告

内部監査

上程・報告

協議・報告 経営管理

会計監査監査

連携
連携

監査部

肥後銀行グループ 鹿児島銀行グループ

コンプライアンス・
リスク統括部

会計監査人

委員会
総合予算委員会
ALM委員会

リスク管理委員会
コンプライアンス委員会
グループ戦略委員会

グループ戦略部 業務・IT統括部

グループ経営会議

経営企画部

取締役会
取締役・社外取締役

監査役・社外監査役
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9 特定完全子会社に関する事項

会社名 住所 株式の帳簿価額 当社の総資産額

株式会社肥後銀行 熊本市中央区練兵町1番地 249,627百万円
456,263百万円

株式会社鹿児島銀行 鹿児島市金生町6番6号 201,424百万円

10 会計参与に関する事項
　該当ありません。

11 剰余金の配当等の決定に関する方針
　利益配分につきましては、当社は、内部留保の充実に留意しつつ、資本効率を高め、利益成長を通じた
安定的な配当を実施することを基本方針としております。
　当社の剰余金の配当は、中間配当と期末配当の年2回を基本的な方針としており、定款の定めにより、
配当の決定機関は中間配当、期末配当ともに取締役会であります。

12 その他
　該当ありません。
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第1期末（平成28年3月31日現在）連結貸借対照表 （単位：百万円）

科目 金額

（資産の部）

現金預け金 322,832

コールローン及び買入手形 241

買入金銭債権 9,934

特定取引資産 1,669

金銭の信託 19,119

有価証券 2,720,306

貸出金 5,657,405

外国為替 6,977

リース債権及びリース投資資産 46,005

その他資産 73,583

有形固定資産 92,164

建物 30,757

土地 48,184

建設仮勘定 90

その他の有形固定資産 13,132

無形固定資産 9,875

ソフトウェア 9,557

その他の無形固定資産 317

退職給付に係る資産 4,763

繰延税金資産 870

支払承諾見返 34,761

貸倒引当金 △60,544

資産の部合計 8,939,965

科目 金額

（負債の部）
預金 7,416,887
譲渡性預金 404,130
コールマネー及び売渡手形 71,126
債券貸借取引受入担保金 168,203
特定取引負債 44
借用金 149,249
外国為替 102
その他負債 56,755
役員賞与引当金 91
退職給付に係る負債 11,838
睡眠預金払戻損失引当金 1,591
偶発損失引当金 612
繰延税金負債 15,072
再評価に係る繰延税金負債 4,189
支払承諾 34,761
負債の部合計 8,334,656

（純資産の部）
資本金 36,000
資本剰余金 191,686
利益剰余金 325,977
自己株式 △3,600
株主資本合計 550,063
その他有価証券評価差額金 53,041
繰延ヘッジ損益 △7,702
土地再評価差額金 6,109
退職給付に係る調整累計額 △6,574
その他の包括利益累計額合計 44,873
非支配株主持分 10,372
純資産の部合計 605,309
負債及び純資産の部合計 8,939,965
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第1期（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）連結損益計算書（単位：百万円）

科目 金額

経常収益 131,224
資金運用収益 74,741
貸出金利息 53,402
有価証券利息配当金 20,694
コールローン利息及び買入手形利息 62
預け金利息 11
その他の受入利息 570

役務取引等収益 17,300
特定取引収益 124
その他業務収益 29,073
その他経常収益 9,983
償却債権取立益 229
その他の経常収益 9,754

経常費用 105,617
資金調達費用 6,747
預金利息 2,050
譲渡性預金利息 374
コールマネー利息及び売渡手形利息 5
債券貸借取引支払利息 239
借用金利息 164
その他の支払利息 3,912

役務取引等費用 5,764
その他業務費用 24,056
営業経費 61,156
その他経常費用 7,893
貸倒引当金繰入額 4,929
その他の経常費用 2,963

経常利益 25,606
特別利益 92,787
固定資産処分益 77
負ののれん発生益 88,487
段階取得に係る差益 4,222

特別損失 418
固定資産処分損 18
減損損失 399

税金等調整前当期純利益 117,976
法人税、住民税及び事業税 11,083
法人税等調整額 △1,849
法人税等合計 9,233
当期純利益 108,742
非支配株主に帰属する当期純利益 271
親会社株主に帰属する当期純利益 108,471
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科目 金額

（資産の部）

流動資産 5,065

現金及び預金 4,019

未収還付法人税等 1,040

繰延税金資産 4

その他 0

固定資産 451,198

有形固定資産 94

建物 4

器具及び備品 83

リース資産 6

無形固定資産 19

ソフトウェア 19

投資その他の資産 451,084

関係会社株式 451,051

繰延税金資産 10

その他 22

資産の部合計 456,263

科目 金額

（負債の部）

流動負債 80

未払金 1

未払費用 5

未払法人税等 40

未払消費税等 30

預り金 3

固定負債 7

リース債務 6

その他 0

負債の部合計 87

（純資産の部）

株主資本 456,175

資本金 36,000

資本剰余金 415,051

資本準備金 9,000

その他資本剰余金 406,051

利益剰余金 5,132

その他利益剰余金 5,132

繰越利益剰余金 5,132

自己株式 △8

純資産の部合計 456,175

負債及び純資産の部合計 456,263

第1期末（平成28年3月31日現在）貸借対照表 （単位：百万円）
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科目 金額

営業収益 5,837

関係会社受取配当金 5,097

関係会社受入手数料 740

営業費用 557

販売費及び一般管理費 557

営業利益 5,280

営業外収益 1

受取利息 0

雑収入 1

営業外費用 126

支払利息 0

創立費 126

経常利益 5,155

税引前当期純利益 5,155

法人税、住民税及び事業税 37

法人税等調整額 △14

法人税等合計 22

当期純利益 5,132

第1期（平成27年10月1日から平成28年3月31日まで）損益計算書 （単位：百万円）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成28年5月6日

株式会社九州フィナンシャルグループ
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
指定有限責任社員 公認会計士　川　畑　秀　二 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士　深　田　建太郎 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士　上　田　知　範 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社九州フィナンシャルグループの平成27年4月1日か
ら平成28年3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正
に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を
策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、
当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用
される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株
式会社九州フィナンシャルグループ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
強調事項
　重要な後発事象に記載のとおり、会社グループは平成28年4月14日から断続的に発生している「平成28年熊本地震」
による影響について調査中である。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

監査報告
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独立監査人の監査報告書
平成28年5月6日

株式会社九州フィナンシャルグループ
取締役会　御中

有限責任監査法人　トーマツ
指定有限責任社員 公認会計士　川　畑　秀　二 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士　深　田　建太郎 ㊞業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士　上　田　知　範 ㊞業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、株式会社九州フィナンシャルグループの平成27年10月
1日から平成28年3月31日までの第1期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細
書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する
意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの
評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明
細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討すること
が含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

会計監査人の監査報告書謄本
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監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成27年10月1日から平成28年3月31日までの第1期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各

監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

 （1）‌�監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ

か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

 （2）‌�各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監

査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で

監査を実施しました。

    ①　‌�取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報

告を受けました。

    ②　‌�事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている

体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求めました。

    　　‌�なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価

及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

    ③　‌�会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監

査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。

  ‌�　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株

主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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2．監査の結果

 （1）事業報告等の監査結果

    ①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

    ②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

    ③　‌�内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関す

る事業報告における運用状況を含む記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ

ません。

    　　‌�なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点において有効である旨の報告を取締役等

及び有限責任監査法人トーマツから受けております。

 （2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

  　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

 （3）連結計算書類の監査結果

  　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

  　平成28年5月13日

株式会社九州フィナンシャルグループ　監査役会　　

監査役（常　勤） 上 野 豊 德 ㊞
監査役（非常勤） 本 村 　 悟 ㊞
社 外 監 査 役 関 口 憲 一 ㊞
社 外 監 査 役 田 中 克 郎 ㊞
社 外 監 査 役 田 島 優 子 ㊞

以　上
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中継会場ご案内図

肥後銀行　本店　2階大会議室
熊本市中央区練兵町1番地〔TEL　096－325－2111〕

会場

中継会場に
ご来場の
株主様へ

中継会場は、会社法上の株主総会の会場ではございません。中継会場では株主総会会場（鹿児
島）の模様を、スクリーンを通してご覧いただけるようになっておりますが、ご質問、賛否等
株主様の権利のご行使はできません。あらかじめ議決権のご行使をお済ませのうえ、ご来場く
ださい。
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▶お願い：ご来場の際は、公共交通機関のご利用をお願いいたします。
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西郷終焉の地

至仙厳園

西郷洞窟

黎明館

鹿児島駅前

水族館口
桜島桟橋

朝日通り

天文館

鹿児島中央ターミナルビル

水族館

ドルフィンポート

市立美術館

西郷隆盛銅像

照国神社

高見馬場

維新ふるさと館

新屋敷

甲突川

JR鹿児島
中央駅
JR鹿児島
中央駅
JR鹿児島
中央駅

至指宿

新上橋

城山観光ホテル
株主総会 会場
城山観光ホテル
株主総会 会場

鹿児島中央駅西口

定時株主総会　会場ご案内図
城山観光ホテル4階　国際コンベンションホール・エメラルド
鹿児島市新照院町41番1号〔TEL　099－224－2211〕会場

交通

■お車をご利用の場合
　・鹿児島中央駅・天文館より約10分　・無料駐車場有
■城山シャトルバスのご案内（城山観光ホテル運行・無料）
　・乗車場所：鹿児島中央駅西口→鹿児島中央ターミナルビル→天文館→朝日通り
　・運行時間は城山観光ホテルホームページ等でご確認ください（30分間隔で運行）
　　※ご参考（H28.5.13現在）
　　　＜鹿児島中央駅西口発→城山観光ホテル到着時刻＞
　　　　8：20発→8：55着／8：50発→9：25着／9：20発→9：55着

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。


